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東根市建設工事請負契約約款の一部を改正する告示新旧対照表 

 

改正後 改正前 

（契約の保証） （契約の保証） 

第４条 ≪略≫ 第４条 ≪略≫ 

(１)～(５) ≪略≫ (１)～(５) ≪略≫ 

２ 受注者は、前項の規定による保険証券の寄託に代えて、電子情報処理組織を

使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法（以下「電磁的方法」と

いう。）であって、当該履行保証保険契約の相手方が定め、発注者が認めた措

置を講ずることができる。この場合において、受注者は、当該保険証券を寄託

したものとみなす。 

【新設】 

３ 第１項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第６項におい

て「保証の額」という。）は、請負代金額の10分の１以上としなければならな

い。 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第５項において

「保証の額」という。）は、請負代金額の10分の１以上としなければならない。

４ ≪略≫ ３ ≪略≫ 

５ ≪略≫ ４ ≪略≫ 

６ ≪略≫ ５ ≪略≫ 

（不可抗力による損害） （不可抗力による損害） 

第31条 工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものにあっ

ては、当該基準を超えるものに限る。）であって発注者と受注者のいずれの責

めにも帰すことができないもの（以下この条において「不可抗力」という。）

により、工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建設

機械器具（以下この条において「工事目的物等」という。）に損害が生じたと

きは、受注者は、その事実の発生後直ちにその状況を発注者に通知しなければ

ならない。 

第31条 工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものにあっ

ては、当該基準を超えるものに限る。）であって発注者と受注者のいずれの責

めにも帰すことができないもの（以下この条において「不可抗力」という。）

により、工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建設

機械器具に損害が生じたときは、受注者は、その事実の発生後直ちにその状況

を発注者に通知しなければならない。 

２、３ ≪略≫ ２、３ ≪略≫ 

４ 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求があっ

たときは、当該損害の額（工事目的物等であって第14条第２項、第15条第１項

若しくは第２項の規定による確認又は第39条第３項の規定による検査、立会い

４ 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求があっ

たときは、当該損害の額（工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事

材料若しくは建設機械器具であって第14条第２項、第15条第１項若しくは第２
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その他受注者の工事に関する記録等により確認することができるものに係る

損害の額に限る。）及び当該損害の取片付けに要する費用の額の合計額（以下

この条において「損害合計額」という。）のうち請負代金額の100分の１を超

える額を負担しなければならない。ただし、災害応急対策又は災害復旧に関す

る工事における損害については、発注者が損害合計額を負担するものとする。

項の規定による確認又は第39条第３項の規定による検査、立会いその他受注者

の工事に関する記録等により確認することができるものに係る額に限る。）及

び当該損害の取片付けに要する費用の額の合計額（第６項において「損害合計

額」という。）のうち請負代金額の100分の１を超える額を負担しなければな

らない。 

５ 損害の額は、次の各号に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろにより、算定する。 

５ 損害額は、次の各号に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定めるところ

により、算定する。 

(１)～(３) ≪略≫ (１)～(３) ≪略≫ 

６ 数次にわたる不可抗力により損害額が累積した場合における第２次以降の

不可抗力による損害合計額の負担については、第４項中「当該損害の額」とあ

るのは「損害の額の累計」と、「当該損害の取片付けに要する費用の額」とあ

るのは「損害の取片付けに要する費用の額の累計」と、「請負代金額の100分

の１を超える額」とあるのは「請負代金額の100分の１を超える額からすでに

負担した額を差し引いた額」と、同項ただし書中「損害合計額」とあるのは「損

害合計額からすでに負担した額を差し引いた額」と読み替えてこれらの規定を

適用する。 

６ 数次にわたる不可抗力により損害額が累積した場合における第２次以降の

不可抗力による損害合計額の負担については、第４項中「当該損害の額」とあ

るのは「損害の額の累計」と、「当該損害の取片付けに要する費用の額」とあ

るのは「損害の取片付けに要する費用の額の累計」と、「請負代金額の100分

の１を超える額」とあるのは「請負代金額の100分の１を超える額からすでに

負担した額を差し引いた額」と読み替えて同項の規定を適用する。 

（前金払及び中間前金払） （前金払及び中間前金払） 

第36条 ≪略≫ 第36条 ≪略≫ 

２ 受注者は、前項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁的方法であって、

当該保証契約の相手方たる保証事業会社が定め、発注者が認めた措置を講ずる

ことができる。この場合において、受注者は、当該保証証書を寄託したものと

みなす。 

【新設】 

３ 発注者は、第１項の規定による請求があったときは、その日から起算して14

日以内に前払金を支払わなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、その日から起算して14

日以内に前払金を支払わなければならない。次項の規定による請求があったと

きも、また同様とする。 

４ ≪略≫ ３ ≪略≫ 

(１)～(３) ≪略≫ (１)～(３) ≪略≫ 

５ 第２項及び第３項の規定は、前項の場合に準用する。 【新設】 



3/6 

改正後 改正前 

６ 受注者は、第４項の中間前金払の支払を請求しようとするときは、あらかじ

め、中間前金払認定請求書（別記様式第10号の２）に工事履行報告書（別記様

式第10号の３）を添えて発注者又は発注者の指定する者に提出し、中間前金払

に関する認定を受けなければならない。この場合において、発注者又は発注者

の指定する者は、受注者の請求があったときは、その日から起算して原則とし

て７日以内に、当該認定を行うかどうかを判断し、及び当該認定を行うときは

中間前金払認定調書（別記様式第10号の４）により受注者に通知しなければな

らない。 

４ 受注者は、前項の中間前金払の支払を請求しようとするときは、あらかじめ、

中間前金払認定請求書（別記様式第10号の２）に工事履行報告書（別記様式第

10号の３）を添えて発注者又は発注者の指定する者に提出し、中間前金払に関

する認定を受けなければならない。この場合において、発注者又は発注者の指

定する者は、受注者の請求があったときは、その日から起算して原則として７

日以内に、当該認定を行うかどうかを判断し、及び当該認定を行うときは中間

前金払認定調書（別記様式第10号の４）により受注者に通知しなければならな

い。 

７ 受注者は、請負代金額が増額された場合（増額する額が請負代金額の10分の

４を超える場合に限る。）においては、受注者は、その増額後の請負代金額の

10分の４（第４項の規定により中間前払金の支払を受けているときは10分の

６）から受領済みの前払金額（中間前払金の支払を受けているときは、中間前

払金額を含む。次項において同じ。）を差し引いた額に相当する額以内の前払

金（中間前払金の支払を受けているときは、中間前払金を含む。以下この条か

ら第38条までにおいて同じ。）の支払を請求することができる。この場合にお

いては、第３項の規定を準用する。 

５ 受注者は、請負代金額が増額された場合（増額する額が請負代金額の10分の

４を超える場合に限る。）においては、受注者は、その増額後の請負代金額の

10分の４（第３項の規定により中間前払金の支払を受けているときは10分の

６）から受領済みの前払金額（中間前払金の支払を受けているときは、中間前

払金額を含む。次項において同じ。）を差し引いた額に相当する額以内の前払

金（中間前払金の支払を受けているときは、中間前払金を含む。以下この条か

ら第38条までにおいて同じ。）の支払を請求することができる。この場合にお

いては、第２項の規定を準用する。 

８ 受注者は、請負代金額が減額された場合（受領済みの前払金額が減額後の請

負代金額の10分の５（第４項の規定により中間前払金の支払を受けているとき

は10分の７）を超える場合に限る。）においては、請負代金額が減額された日

から30日以内にその超過額を返還しなければならない。ただし、本項の期間内

に第39条又は第40条の規定による支払いをしようとするときは、発注者は、そ

の支払額のうちからその超過額を控除することができる。 

６ 受注者は、請負代金額が減額された場合（受領済みの前払金額が減額後の請

負代金額の10分の５（第３項の規定により中間前払金の支払を受けているとき

は10分の７）を超える場合に限る。）においては、請負代金額が減額された日

から30日以内にその超過額を返還しなければならない。ただし、本項の期間内

に第39条又は第40条の規定による支払いをしようとするときは、発注者は、そ

の支払額のうちからその超過額を控除することができる。 

９ 前項の期間内で前払金の超過額を返還する前にさらに請負代金額を増額し

た場合において、増額後の請負代金額が減額前の請負代金額以上の額であると

きは、受注者は、その超過額を返還しないものとし、増額後の請負代金額が減

額前の請負代金額未満の額であるときは、受注者は、受領済みの前払金の額か

らその増額後の請負代金額の10分の５（第４項の規定により中間前払金の支払

を受けているときは10分の７）の額を差し引いた額を返還しなければならな

７ 前項の期間内で前払金の超過額を返還する前にさらに請負代金額を増額し

た場合において、増額後の請負代金額が減額前の請負代金額以上の額であると

きは、受注者は、その超過額を返還しないものとし、増額後の請負代金額が減

額前の請負代金額未満の額であるときは、受注者は、受領済みの前払金の額か

らその増額後の請負代金額の10分の５（第３項の規定により中間前払金の支払

を受けているときは10分の７）の額を差し引いた額を返還しなければならな
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い。 い。 

10 発注者は、受注者が第８項の期間内に超過額を返還しなかったときは、その

未返還額につき、同項の期間を経過した日から返還をする日までの期間につい

て、その日数に応じ、契約締結の日における政府契約の支払遅延防止等に関す

る法律（昭和24年法律第256号）第８条第１項に規定する財務大臣が決定する

率（以下「支払遅延防止法の遅延利息の率」という。）で計算した額の遅延利

息の支払を請求することができる。 

８ 発注者は、受注者が第６項の期間内に超過額を返還しなかったときは、その

未返還額につき、同項の期間を経過した日から返還をする日までの期間につい

て、その日数に応じ、契約締結の日における政府契約の支払遅延防止等に関す

る法律（昭和24年法律第256号）第８条第１項に規定する財務大臣が決定する

率（以下「支払遅延防止法の遅延利息の率」という。）で計算した額の遅延利

息の支払を請求することができる。 

（保証契約の変更） （保証契約の変更） 

第37条 受注者は、前条第７項の規定により受領済みの前払金に追加してさらに

前払金の支払を請求する場合には、あらかじめ、保証契約を変更し、変更後の

保証証書を発注者に寄託しなければならない。 

第37条 受注者は、前条第５項の規定により受領済みの前払金に追加してさらに

前払金の支払を請求する場合には、あらかじめ、保証契約を変更し、変更後の

保証証書を発注者に寄託しなければならない。 

２ ≪略≫ ２ ≪略≫ 

３ 受注者は、前２項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁的方法であっ

て、当該保証契約の相手方たる保証事業会社が定め、発注者が認めた措置を講

ずることができる。この場合において、受注者は、当該保証証書を寄託したも

のとみなす。 

【新設】 

４ ≪略≫ ３ ≪略≫ 

（債務負担行為に係る前金払及び中間前金払の特則） （債務負担行為に係る前金払及び中間前金払の特則） 

第42条 債務負担行為に係る契約の前金払及び中間前金払については、第36 

条第１項及び第４項中「契約書記載の工事完成の時期」とあるのは「契約書記

載の工事完成の時期（最終の会計年度以外の会計年度にあっては、各会計年度

末）」と、同条第１項、第４項及び第７項から第９項まで並びに第37条第２項

中「請負代金額」とあるのは「当該会計年度の出来高予定額（前会計年度末に

おける第39条第１項の請負代金相当額（以下この条及び次条において「請負代

金相当額」という。）が前会計年度までの出来高予定額を超えた場合において、

当該会計年度の当初に部分払をしたときは、当初超過額を控除した額）」と読

み替えて、これらの規定を準用する。ただし、この契約を締結した会計年度（以

下「契約会計年度」という。）以外の会計年度においては、受注者は、予算の

第42条 債務負担行為に係る契約の前金払及び中間前金払については、第36条第

１項及び第３項中「契約書記載の工事完成の時期」とあるのは「契約書記載の

工事完成の時期（最終の会計年度以外の会計年度にあっては、各会計年度末）」

と、同条第１項、第３項及び第５項から第７項まで並びに第37条第２項中「請

負代金額」とあるのは「当該会計年度の出来高予定額（前会計年度末における

第39条第１項の請負代金相当額（以下この条及び次条において「請負代金相当

額」という。）が前会計年度までの出来高予定額を超えた場合において、当該

会計年度の当初に部分払をしたときは、当初超過額を控除した額）」と読み替

えて、これらの規定を準用する。ただし、この契約を締結した会計年度（以下

「契約会計年度」という。）以外の会計年度においては、受注者は、予算の執
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執行が可能となる時期以前に前払金及び中間前払金の支払を請求することが

できない。 

行が可能となる時期以前に前払金及び中間前払金の支払を請求することがで

きない。 

２ 前項の場合において、契約会計年度について前払金及び中間前払金を支払わ

ない旨が設計図書に定められているときには、同項の規定により準用される第

36条第１項及び第４項の規定にかかわらず、受注者は、契約会計年度について

前払金及び中間前払金の支払を請求することができない。 

２ 前項の場合において、契約会計年度について前払金及び中間前払金を支払わ

ない旨が設計図書に定められているときには、同項の規定により準用される第

36条第１項及び第３項の規定にかかわらず、受注者は、契約会計年度について

前払金及び中間前払金の支払を請求することができない。 

３、４ ≪略≫ ３、４ ≪略≫ 

５ 第１項の場合において、前会計年度末における請負代金相当額が前会計年度

までの出来高予定額に達しないときには、その額が当該出来高予定額に達する

まで前払金及び中間前払金の保証期限を延長するものとする。この場合におい

ては、第37条第４項の規定を準用する。 

５ 第１項の場合において、前会計年度末における請負代金相当額が前会計年度

までの出来高予定額に達しないときには、その額が当該出来高予定額に達する

まで前払金及び中間前払金の保証期限を延長するものとする。この場合におい

ては、第37条第３項の規定を準用する。 

（発注者の催告によらない解除権） （発注者の催告によらない解除権） 

第49条 ≪略≫ 第49条 ≪略≫ 

(１)～(３) ≪略≫ (１)～(３) ≪略≫ 

(４) 引き渡された工事目的物に契約不適合がある場合において、その不適合

が目的物を除去したうえで再び建設しなければ、契約の目的を達成すること

ができないものであるとき。 

(４) 引き渡された工事目的物に契約不適合がある場合において、その不適合

が目的物を除去したうえで再び建築しなければ、契約の目的を達成すること

ができないものであるとき。 

(５)～(10) ≪略≫ (５)～(10) ≪略≫ 

(11) ≪略≫ (11) ≪略≫ 

ア 役員等（受注者が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与

している者を、受注者が法人である場合にはその役員、その支店又は常時

建設工事の請負契約を締結する事務所の代表者その他経営に実質的に関

与している者をいう。以下この号において同じ。）が、暴力団又は暴力団

員であると認められたとき。 

ア 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場

合にはその役員又はその支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結す

る事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員である

と認められたとき。 

（削る） イ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。

イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三

者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用する等してい

ると認められるとき。 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用する等したと認

められるとき。 
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改正後 改正前 

ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供

与する等直接的あるいは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関

与していると認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供

与する等直接的あるいは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関

与していると認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利

用する等していると認められるとき（イに該当する場合を除く。）。 

【新設】 

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められるとき。 

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められるとき。 

カ、キ ≪略≫ カ、キ ≪略≫ 
 


